
 

○瀬戸市障害者手当支給条例 

昭和45年3月31日 

条例第14号 

 (目的) 

第1条 この条例は、障害者について障害者手当を支給することにより、障

害者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

(昭48条例10・全改、平10条例6・一部改正) 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(1) 身体障害者 身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条に規

定する身体障害者手帳の交付を受けた者で、身体障害者福祉法施行規

則(昭和25年厚生省令第15号)別表第5号に規定する第1級から第4級ま

でに該当するものをいう。 

(2) 知的障害者 児童福祉法(昭和22年法律第164号)第12条に規定する

児童相談所又は知的障害者福祉法(昭和35年法律第37号)第12条に規定

する知的障害者更生相談所において知能指数が50以下であると判定さ

れた者であつて、療育手帳の交付を受けたものをいう。  

(3) 精神障害者 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年

法律第123号)第45条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

た者をいう。 

(4) 障害者 身体障害者、知的障害者及び精神障害者をいう。  

(昭54条例9・昭61条例10・平10条例6・平11条例10・平17条例11・

一部改正) 

(支給要件) 



 

第3条 障害者で、本市に居住しているものには、障害者手当(以下「手当」

という。)を支給する。 

2 前項の規定にかかわらず、規則で定める施設に収容されている障害者に

は、手当を支給しない。 

(昭48条例10・昭49条例10・昭54条例9・昭61条例10・平10条例6・

平12条例14・一部改正) 

(手当の額) 

第4条 手当は、月を単位として支給するものとし、その額は、次の各号に

掲げる障害者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。  

(1) 身体障害者のうち第1級から第3級までに該当するもの、精神障害者

のうち第1級又は第2級に該当するもの及び知的障害者 月額 2,500

円 

(2) 身体障害者のうち第4級に該当するもの及び精神障害者のうち第3

級に該当するもの 月額 2,000円 

(昭54条例9・全改、昭56条例9・昭61条例10・平3条例6・平10条

例6・平11条例10・一部改正) 

(認定) 

第5条 手当の支給要件に該当する者(以下「受給資格者」という。)は、手

当の支給を受けようとするときは、その受給資格及び手当の額について、

市長の認定を受けなければならない。 

2 前項の認定を受けた者(以下「受給者」という。)が、手当の支給要件に

該当しなくなつた後再びその要件に該当するに至つた場合において、そ

の該当するに至つた後の期間に係る手当の支給を受けようとするときも、

同項と同様とする。 

(昭61条例10・全改) 



 

(手当の支給方法) 

第6条 手当の支給は、受給資格者が前条の規定による認定の請求をした日

の属する月の翌月から始め、手当を支給すべき理由が消滅した日の属す

る月で終わる。 

2 手当は、年2回規則で定める期月にそれぞれの月までの分を支給する。 

(昭48条例10・一部改正、昭61条例10・旧第7条繰上・一部改正) 

(手当の額の改定) 

第7条 受給者につき、障害の程度が増進するに至つた場合における手当の

額の改定は、受給者がその改定後の額につき認定の請求をした日の属す

る月の翌月から行う。 

2 受給者につき、障害の程度が低下した場合における手当の額の改定は、

その低下した日の属する月の翌月から行う。 

(昭61条例10・追加、平3条例6・一部改正) 

(支給の制限等) 

第8条 手当は、受給者が刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘

禁されたときは、その該当する期間は、支給しない。  

2 手当は、受給者の前年の所得税法(昭和40年法律第33号)第22条第2項に

規定する総所得金額が規則で定める額を超えるときは、その年の4月から

翌年の3月までは、支給しない。 

3 市長は、受給資格者又は受給者が、正当な理由がなくて、次の各号のい

ずれかに該当するときは、第5条若しくは第7条第1項の規定による認定を

留保し、又は手当を支給しないことができる。  

(1) 第11条第1項の規定による命令に従わず、又は同項の規定による当

該職員の質問に応じなかつたとき。  

(2) 第11条第2項の規定による命令に従わなかつたとき。  



 

(昭48条例10・一部改正、昭61条例10・旧第9条繰上・一部改正、

平18条例40・一部改正) 

(未支給手当の特例) 

第9条 受給者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき手当

で、まだその者に支給しなかつたものがあるときは、その者の死亡当時

その者と生計を同じくしていた世帯の代表者(以下「代表者」という。)

に支給することができる。 

(昭48条例10・一部改正、昭61条例10・旧第10条繰上・一部改正) 

(届出) 

第10条 受給者は、受給資格を失つたとき、又は規則で定める事項に変更

が生じたときは、その旨を速やかに市長に届け出なければならない。 

2 受給者が死亡したときは、代表者は、その旨を市長に届け出なければな

らない。 

(昭61条例10・追加、平3条例6・一部改正) 

(調査) 

第11条 市長は、必要があると認めるときは、受給資格者又は受給者に対

して、受給資格の有無及び手当の額の決定のために必要な事項に関する

書類その他の物件を提出すべきことを命じ、又は当該職員をしてこれら

の事項に関し受給資格者、受給者その他の関係人に質問させることがで

きる。 

2 市長は、必要があると認めるときは、受給資格者又は受給者に対して、

手当の支給要件となつている障害の状態につき、その指定する医師の診

断を受けることを命ずることができる。  

(昭61条例10・全改) 

(不正利得の返還) 



 

第12条 偽りその他不正の手段により手当の支給を受けた者があるとき

は、市長は、その受給額に相当する金額の全部又は一部をその者から返

還させることができる。 

(昭61条例10・旧第13条繰上・一部改正) 

(譲渡及び担保の禁止) 

第13条 手当の支給を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供してはならな

い。 

(昭48条例10・一部改正、昭61条例10・旧第14条繰上・一部改正) 

(委任) 

第14条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

(昭61条例10・旧第15条繰上・一部改正) 

附 則 

1 この条例は、昭和45年4月1日から施行する。 

2 この条例の施行の日から昭和45年5月31日までに申請した者には、第7

条第1項の規定にかかわらず、昭和45年4月分から支給する。 

附 則(昭和48年3月31日条例第10号) 

この条例は、昭和48年4月1日から施行する。 

附 則(昭和49年3月30日条例第10号) 

1 この条例は、昭和49年4月1日から施行する。 

2 改正前の瀬戸市心身障害者手当支給条例第3条第2項第2号の規定に該

当し、手当の支給を受けることができなかつた者であつて、この条例施

行の際、現に手当の支給要件に該当しているものが、昭和49年6月30日

までの間に第5条の規定による申請をしたときは、第7条第1項の規定にか

かわらず、同年4月分の手当から支給する。 

附 則(昭和51年3月31日条例第15号) 



 

この条例は、昭和51年4月1日から施行する。 

附 則(昭和54年3月29日条例第9号) 

(施行期日) 

1 この条例は、昭和54年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例施行により、新たに手当の支給要件に該当することとなつた者

が、昭和54年4月30日までの間に第5条の規定による申請をしたときは、

第7条第1項の規定にかかわらず、同年4月分の手当から支給する。 

附 則(昭和56年3月31日条例第9号) 

この条例は、昭和56年4月1日から施行する。 

附 則(昭和61年3月31日条例第10号) 

この条例は、昭和61年4月1日から施行する。 

附 則(平成3年3月30日条例第6号) 

この条例は、平成3年4月1日から施行する。 

附 則(平成10年3月31日条例第6号) 

(施行期日) 

1 この条例は、平成10年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例施行により、新たに手当の支給要件に該当することとなつた改

正後の瀬戸市障害者手当支給条例第2条第3号に規定する精神障害者が平

成10年4月30日までの間に第5条の規定による申請をしたときは、第6条

第1項の規定にかかわらず、同年4月分の手当から支給する。 

附 則(平成11年3月31日条例第10号) 

この条例は、平成11年4月1日から施行する。 

附 則(平成12年3月31日条例第14号) 



 

(施行期日) 

1 この条例は、平成12年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日(以下「施行日」という。)において現に改正前の瀬

戸市障害者手当支給条例の規定による手当の支給要件に該当していない

者であつて、改正後の瀬戸市障害者手当支給条例(以下「新条例」という。)

の規定による手当の支給要件に該当する者が、施行日から平成12年4月

30日までの間に新条例第5条の規定による申請をしたときは、新条例第6

条第1項の規定にかかわらず、同年4月分の手当から支給する。  

附 則(平成17年6月28日条例第11号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成18年9月29日条例第40号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

○瀬戸市障害者手当支給条例施行規則  

昭和61年3月31日 

規則第8号 

 (趣旨) 

第1条 この規則は、瀬戸市障害者手当支給条例(昭和45年瀬戸市条例第14

号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。  

(平10規則12・一部改正) 

(定義) 

第2条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(1) 受給資格者 条例第5条第1項に規定する受給資格者をいう。 

(2) 受給者 条例第5条第2項に規定する受給者をいう。  

(平3規則14・一部改正) 

(条例第3条第2項の規則で定める施設) 

第3条 条例第3条第2項に規定する規則で定める施設は、障害児福祉手当

及び特別障害者手当の支給に関する省令(昭和50年厚生省令第34号)第1

条各号及び第14条第3号に掲げる施設とする。 

(昭63規則6・平3規則14・一部改正) 

(認定の申請等) 

第4条 条例第5条の規定による障害者手当(以下「手当」という。)受給資

格及びその額についての認定の申請は、瀬戸市障害者手当受給資格認定

申請書(第1号様式)に、次に掲げる書類等を添付して、これを市長に提出

することによつて行わなければならない。 

(1) 受給資格者の属する世帯の全員の住民票の写し  

(2) 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳  



 

2 市長は、前項の認定の申請があつた場合において、受給資格の認定をし

たときは、瀬戸市障害者手当認定通知書(第2号様式)を当該受給資格者に

交付するものとする。 

3 市長は、第1項の認定の申請があつた場合において、受給資格がないと

認めたときは、瀬戸市障害者手当認定申請却下通知書(第3号様式)を当該

申請者に交付するものとする。 

(平3規則14・平10規則12・平24規則16・一部改正) 

(条例第6条第2項の規則で定める期月) 

第5条 条例第6条第2項に規定する規則で定める期月は、3月及び9月とす

る。 

(届出事由の変更等) 

第6条 受給者は、条例第7条第1項若しくは第2項の規定による手当の額の

改定を行うべき事由が生じたとき、又は第10条各号に掲げる事項に変更

が生じたときは、瀬戸市障害者手当氏名等変更届(第4号様式)に、身体障

害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を添付して、これを市

長に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の規定による提出があつた場合において、手当の額を改定

したときは、瀬戸市障害者手当額改定通知書(第5号様式)を当該受給者に

交付するものとする。 

(平3規則14・平10規則12・一部改正) 

(条例第8条第2項の規則で定める額) 

第7条 条例第8条第2項に規定する規則で定める額は、200万円とする。 

(支給停止の通知等) 

第8条 市長は、条例第8条の規定により手当を支給しないときは、瀬戸市

障害者者手当支給停止通知書(第6号様式)を当該受給者に交付するもの



 

とする。 

2 市長は、条例第8条第3項の規定により手当を支給しない場合において、

その支給を停止した理由が消滅したときは、瀬戸市障害者手当支給停止

解除通知書(第7号様式)を当該受給者に交付するものとする。  

(平10規則12・一部改正) 

(資格喪失等の届出等) 

第9条 受給者が死亡したとき、又は条例第3条に規定する支給要件に該当

しなくなつたときは、条例第9条に規定する代表者又は受給者は、瀬戸市

障害者手当受給資格喪失届(第8号様式)を市長に提出しなければならな

い。 

2 市長は、前項の瀬戸市障害者手当受給資格喪失届を受理し、未支給の手

当を確認したときは、瀬戸市障害者手当支給通知書(第9号様式)を請求者

に交付するものとする。 

(平10規則12・一部改正) 

(条例第10条第1項の規則で定める事項) 

第10条 条例第10条第1項に規定する規則で定める事項は、次のとおりと

する。 

(1) 氏名 

(2) 住所 

(3) その他市長が指定する事項  

(受給資格喪失の通知) 

第11条 市長は、受給者の受給資格が消滅したときは、瀬戸市障害者手当

受給資格喪失通知書(第10号様式)をその者(その者が死亡した場合にあつ

ては、条例第9条に規定する代表者)に交付するものとする。  

(平10規則12・旧第12条繰上・一部改正) 



 

(添付書類等の省略) 

第12条 市長は、この規則の規定により申請書等に添えて提出する書類等

により証明すべき事実を公簿等によつて確認することができるときは、

当該書類等を省略させることができる。 

(平10規則12・旧第13条繰上・一部改正) 

附 則 

この規則は、昭和61年4月1日から施行する。 

附 則(昭和63年3月31日規則第6号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成3年3月30日規則第14号) 

この規則は、平成3年4月1日から施行する。 

附 則(平成10年3月31日規則第12号) 

この規則は、平成10年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年3月30日規則第16号) 

この規則は、平成24年7月9日から施行する。 

附 則(平成27年12月25日規則第35号) 

この規則は、平成28年1月1日から施行する。 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 


